
1．本学の存在意義を高める先進的取組の推進
（１）教員養成・スタン
ダードの構築

（学士課程）
02 これからの時代に求められる教員としての資
質能力の向上を図るため，学部カリキュラムの検
証・充実や教育内容の改善を行い，本学の教員
養成スタンダードを構築する。

02 教員養成スタンダードを策定するため，学校
教育の実践現場との連携のもと，課題を明らかに
し，研究開発を進める。

・年度計画等の実施を含めて，教員養成スタン
ダード推進機構で取組を行うこととし，その進捗
状況を企画運営会議において確認を行うこととし
た。

教員養成スタンダード推進機構
（教務委員会）
（ＦＤ推進委員会）

（修士課程・専門職学位課程）
07・12 これからの時代に求められる教員としての
資質能力の向上を図るため，大学院（教職大学
院）カリキュラムの検証・充実や教育内容の改善
を行い，本学の教師教育スタンダードを構築す
る。

08・14 教師教育スタンダードを策定するため，検
討課題を取りまとめる。

連合研究科運営協議会において，教育実践学コンピテンシー
の在り方，位置づけについて検討を行う。

修士課程・専門職学位課程における教師教育スタンダードの
検討状況を確認し，関連を図る。

教師教育スタンダードとの調整に基づき，教育実践学コンピテ
ンシーについて，検討課題を取りまとめ，代議委員会に報告
する。

25 教育の質の向上を目指し，教員養成スタン
ダードの策定に向けた大学と附属学校園との連
携・協力を強化する。

28 教員養成スタンダード策定のために必要な附
属学校園との連携の在り方を検討し，順次実施
する。

教員養成スタンダード推進機構
（附属学校運営委員会）

就職支援対策本部の設置

就職支援対策緊急提言の策定

調査の詳細な実施内容（聴取項目・調査協力校等）の検討

兵庫県教育委員会，調査対象校への協力依頼

聴き取り調査の実施

11・17 就職支援年間計画に基づく充実したキャリ
ア教育を引き続き実施するとともに，その効果に
ついて検証し必要な改善を行う。

就職委員会

調査の詳細な実施内容（聴取項目・調査協力校等）の検討

兵庫県教育委員会，調査対象校への協力依頼

聴き取り調査の実施

27 就職指導の在り方を見直し，より計画的な就
職支援体制を構築するためにキャリアセンターの
設置を計画する。

30　就職支援年間計画の内容等の充実を図ると
ともに，組織的なキャリア教育の在り方について
研究開発を進める。

・年度計画等の実施を含めて，総合教職キャリア
センター設置準備委員会で取組を行うこととし，ま
た，その進捗状況を企画運営会議において確認
を行うこととした。

総合教職キャリアセンター設置
準備委員会

28 進路変更により，教職以外の就職を希望する
学生に対し，充実した就職支援を行う。

31 きめ細かい相談を実施できるよう，就職支援
室の機能の充実を図る。

就職委員会

「教員養成の抜本的改革に向けた体系的・機動的教育システ
ムの開発」を要求

システム担当チーム・コンテンツ担当チームで具体的な検討

各担当チームにおける課題の解決策を検討

試行計画の検討

平成23年度の試行に向けた計画案の決定

仕様案の作成

研究環境・支援体制専門部会の設置

これまでの研究の検証に基づいた研究内容の明確化

学際的な共同研究の推進

総合研究棟の運用計画の策定

研究設備の整備方針の策定
（財務委員会における大学全体の計画的な「設備マスタープラ
ン」を踏まえた手順の検討）

Ｂ

・企画運営会議の下にｅラーニ
ング推進専門部会を設置し，
既設ＴＶ会議システムを利用し
た試行実験や先進的な取組事
例の調査等を行った。

・ｅラーニングシステムの試行
的運用を行い，教育効果やラ
ンニングコストについて総合的
に検討する。

（４）「理論と実践の融
合」に関する共同研
究の推進

31　学校教育の実践を対象とする研究領域を積
極的に開拓し，研究を推進してその成果を検証
する。

34 第一期の取組状況を検証し，大学として重点
的に取り組む研究課題を明らかにし，その推進体
制を構築する。

・これまで取り組んできた「理論と実践の融合」に
関する共同研究の検証・改善について

研究推進委員会
（研究環境・支援体制専門部
会）

Ｃ

（３）ｅラーニングシス
テムの開発

（修士課程・専門職学位課程）
09・14 多様な修学ニーズに応えられるようにe
ラーニング等も積極的に活用しながら授業形態，
学習指導法を検討し，開発する。

10・16 eラーニング等の積極的な導入を図るため
の組織を立ち上げ，検討を開始する。

・試行段階のｅラーニングシステムの検証・改善・
開発（概算要求の検討）について
・企画運営会議の下にｅラーニング専門部会を設
置することについて
・ｅラーニングシステムの導入時期について
・現行のカリキュラムに対するｅラーニングシステ
ムの導入・方法について

・平成23年度予算の概算要求を行うこととする。 ｅラーニング推進専門部会

・近隣の市教育委員会に対し
て，「理論と実践の融合」に関
するニーズ調査を実施した。

・本学に必要とされる「理論と
実践の融合」に関する共同研
究の内容を定め，公募制によ
る共同研究を推進する。

37 学際的な共同研究の推進に向けた体制を構
築し，運用する。

41 学際的な共同研究の推進に向けて研究推進
委員会等のサポート体制を整備する。

Ｂ

・小学校及び幼稚園の教員養
成スタンダードが，ほぼ完成し
た。

・引き続き，教員養成スタン
ダード推進機構を中心に，中
学校等の教員養成スタンダー
ドの構築を行う。

・開発された小学校及び幼稚
園の教員養成スタンダードに
ついて，全教職員の共通理解
を図り，実施体制を構築する。

・本プロジェクトと総合教職
キャリアセンターのプロジェク
ト，４プラスアルファのプロジェ
クトとの調整を図り，一体的に
推進する。

（博士課程）
17 修士課程・専門職学位課程における教師教育
スタンダードとの関連を図りながら，教育実践学
コンピテンシーに基づくカリキュラムの充実を図
り，理論と実践の融合を目指す教育実践学の高
度な研究指導能力を持った研究者及び専門的職
業人を育成する。

20 教育実践学コンピテンシーについて，検討課
題を取りまとめる。

連合大学院

Ｂ

・減退傾向にある教員就職率
について，危機感を共有し，就
職支援対策の緊急提言を発す
るとともに，一体化を図るため
就職支援対策本部を設置し
て，各就職支援組織の連携等
について，新たな対策を作成
した。

・本学の教育の成果・効果の
検証を行うため，修了生，卒業
生の勤務先の長等に対して，
聞き取り調査を実施した。

・作成された新たな就職支援
対策を全学をあげて一体的に
推進する。

・平成22年度に実施した聞き
取り調査の結果に基づき，本
学の行う教育の成果・効果に
ついて検証を行い，キャリア教
育を始めとした今後の教育改
善につなげる。

06 教育委員会や本学を卒業した教員の勤務先
の長，及び雇用者に対し勤務状況等の聞き取り
調査を実施する。

学務・入試企画委員会

（修士課程・専門職学位課程）
10・15　組織的なキャリア教育を１年次から行い，
学生の教職への意欲を高める。また，修了後，新
たに教職に就いた者及び教育現場に復帰した現
職教員を対象に教育研究の成果やその活用状
況について定期的に検証を行い，教育内容・方
法の改善に役立てるとともに，大学と修了生との
実践的な教育研究活動を通じて連携を強化す
る。

12・18 教育委員会や本学を修了した教員の勤務
先の長，及び雇用者に対し勤務状況等の聞き取
り調査を実施する。

学務・入試企画委員会

（２）就職支援対策の
充実
（総合教職キャリアセ
ンターの設置等）

（学士課程）
05　組織的なキャリア教育を１年次から行い，学
生の教職への意欲を高め，教員就職率70％程度
（大学院進学者を除く）を維持する。また，卒業
後，教職に就いた者を対象に教育の成果，効果
について，定期的に検証を行い，教育内容・方法
の改善に役立てるとともに，大学と卒業生との実
践的な教育研究活動を通じて連携を強化する。

05 就職支援年間計画に基づく充実したキャリア
教育を引き続き実施するとともに，その効果につ
いて検証し必要な改善を行う。

役員会
就職支援対策本部
就職委員会

平成22年度　重点事項に関する自己点検・評価書

重点事項 中期計画 H２２年度年度計画 検討課題 重点事項の推進方法 取組内容 原案作成組織
達成
度

22年度における
取組内容の総括

23年度取組方針

Ａ：当初の計画を上回って実施している。 

Ｂ：当初の計画を十分に実施している。 

Ｃ：当初の計画を十分に実施していない。 

Ｄ：当初の計画を実施していない。 
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重点事項 中期計画 H２２年度年度計画 検討課題 重点事項の推進方法 取組内容 原案作成組織
達成
度

22年度における
取組内容の総括

23年度取組方針

47大学間の国際的交流の促進，定期的な国際研
究集会の開催及び国際共同研究の実施を通し，
教育研究の国際的通用性を高める。

51国際戦略に基づいた研究者に対する資金面，
環境面における支援体制や外国人研究者の生
活・研究環境面のインフラ整備等の具体的行動
計画を策定する。

48学生の国際的な教育体験を充実させるため，
派遣制度を構築し，中期目標期間中に30人程度
派遣する。

52学生を海外に派遣する制度を構築する。

49優れた外国人留学生を受け入れるため，教育
支援及び生活支援を充実させる。

53国際戦略に基づいた外国人留学生の受入れ
方針を策定し，教育支援及び生活支援を充実さ
せる。

（６）その他 ・兵庫教育大学出版会の創設について

研究成果の効果的な情報発進の検討

研究推進委員会
（研究環境・支援体制専門部
会） Ｃ

・研究環境・支援体制専門部
会において，学術図書出版委
員会規程について検討した。

・出版会の創設に向けて，引き
続き検討する。

２．教員養成６年制・専門免許への対応

「教員養成の抜本的改革に向けた体系的・機動的教育システ
ムの開発」を要求

「４プラスアルファ」研究体制等検討チームの設置

兵庫県内の大学等と「今後の教員養成に関する意見交換会」
の開催

３．大学院の新しい学生確保策

広報戦略・学生確保プラン検討部会の設置

平成23年度学生確保策の検証・見直し作業

平成24年度学生確保策原案の作成作業

大学間連携に基づいた他大学での大学院説明会の実施

役員会・企画運営会議への報告

専攻長・コース長会議の開催

教育研究評議会等への報告

現職教員学生に対する各種支援経費の実態調査

他大学における奨学制度の調査

役員会・企画運営会議への報告

奨学金制度等検討部会の設置

４．組織運営の効率化

現行組織の課題の整理

洗い出した課題に対する検討

23年度の組織体制の基本方針の策定

教育研究評議会等と教授会の役割の明確化

全教員参加することの目的の明確化

教授会での議事内容について（評議会との差異の明確化）

合否判定会議，教員採用・昇任，卒業・修了判定の構成員
その他の回収資料議題の構成員
（単位修得免除認定，留学・放送大学・他大学等による単位認
定，出願資格認定審査結果，入学許可等）

役員会・企画運営会議へ報告

教育研究評議会へ報告

各種ＷＧ等の名簿一覧作成

委員会のあり方の検討

５．教員のロードに対応した報酬体系と「主担当制」の導入

神戸サテライトの収支状況調査

夜間クラスの実状調査

他大学のサテライト運営の実態調査

役員会・企画運営会議への報告

・神戸サテライトの授業担当教員に対する「報酬」
について
・各教育課程及び夜間クラス等における「主担当
制」導入について

・昨今の教員養成の抜本的改革の検討状況を踏
まえて，神戸サテライトにおける新しい夜間クラス
の在り方とその運営体制について検討を行うこと
とする。
そのため，現在の夜間クラスにおける実情調査，
コストパフォーマンス及び他大学におけるサテラ
イト運営の実態調査を行う。

役員会
（総務課，財務課，教育支援
課）

Ｂ

・神戸サテライトでの勤務の実
情調査を行い，「サテライト勤
務手当」を創設した。

・神戸サテライトの運営の在り
方について，引き続き検討す
る。

57 教育研究組織及び管理組織の検証を行い，
改善する。

61 企画運営会議において，監事及び監査室の
協力を得て，本学の教育研究組織及び管理組織
の在り方について自己点検を行う。

・学系及び専攻・コースの２つの組織の必要性に
ついて

・学系及び専攻・コースの持つ機能を検証し，効
果的な教育を行うための組織的な連携が可能と
なる新しい組織体制について検討を行うこととす
る。
　その前提として，現在の体制のメリット・デメリッ
トの洗い出しを行う。

役員会
（福田副学長）

Ｂ

・学系を廃止し，専攻・コース
に一元化した教育研究組織体
制を構築した。

・各種委員会及びワーキンググループの見直し
について
・各種委員会の連携について

・現在の公表されている委員会以外にどのような
ＷＧ等が活動しており，その構成員はどのように
なっているのかを把握し，今後の委員会等のあり
方を検討する。

役員会

Ｃ

・各種委員会の構成について
洗い出しを行った。

・新しい教育研究組織体制の
下での各種委員会の在り方に
ついて検討する。

・新しい教育研究組織を円滑
に運営する。

・教授会に全教員が参加することについて
・教職員間における情報共有のあり方について

・役員会，経営協議会，教育研究評議会の役割
を明確にしたうえで，本学における教授会の在り
方について検討を行うこととする。

役員会
（総務課）

Ｂ

・教授会に全教員が参加する
ことのメリット，デメリットについ
て，検討した。

・全学教職員会議を４回開催
し，大学の方針や課題につい
ての情報共有と共通理解を
図った。

・コスト（時間的，経済的）に留
意しながら，引き続き，教授会
の在り方について，検討する。

・全学教職員会議の一層の効
果的な活用を図る。

・本学独自の奨学金制度の充実について ・現職教員学生のうち特に優れた者に対して特待
生として授業料相当分の奨学金を支給することに
ついて検討することとする。
そのため，各都道府県教育委員会等における現
職教員学生に対する各種支援経費について実態
調査を行うこととする。
・ストレート学生の奨学金制度について検討を行
うこととする。

役員会
（学生支援課，財務課）

Ｂ

・平成24年度の実施に向け
て，ストレート大学院学生の質
確保のための奨学金制度につ
いて検討した。

・現在行っている授業料免除
や奨学金制度の効果について
検証するとともに，新たな支援
策について検討する。

・ストレート大学院学生に対す
る奨学金制度の創設に向けて
準備を進める。

（修士課程・専門職学位課程）
06・11　本学の教育研究や学習環境等の状況
（教職大学院の目的，性格及び教育内容等）につ
いての説明・相談活動を充実させるとともに，現
職教員をはじめ多様な修学背景やニーズに適切
に対応する入学試験の方法について検討し，改
善する。

07・13 大学院説明会等を通じて，入学試験を周
知するとともに大学の理念等について広く広報活
動を行う。

・ストレートマスター確保のため大学間連携によ
る説明会の実施や指定校推薦制度について
・受験生に対する各コース等における教育内容の
明確化について

〔5/12教授会での意見等〕
・外国人留学生の確保策について
・大学院定員確保と教員就職率の優先度につい
て
・教職大学院に特化した学生確保策について

・現行の学生確保策の取組の効果・検証を行い，
改善を図るとともに，新しい確保策の検討を行う
こととし，その進捗状況を企画運営会議において
確認を行うこととする。

役員会
広報戦略・学生確保プラン検討
部会
（専攻長・コース長会議）

Ｂ

・広報戦略・学生確保プラン検
討部会を設置し，これまでの
学生確保策の検証を行い，新
たな学生確保策を策定した。

・本学に進学実績のある近隣
の私立大学において大学院説
明会を実施した。

・策定された平成24年度大学
院学生確保策を効果的に実施
し，その成果を検証する。

・他大学での大学院説明会の
開催を引き続き推進する。

19 社会的ニーズや多様な修学形態に的確に対
応できるよう教育組織を点検し，全学的に適正な
配置となるよう改革を行う。

22 策定された修士課程の教育組織案に基づき，
改革に向けた準備を進める。

・国の政策動向に対応するカリキュラムと教育組
織の編成について

・平成23年度予算の概算要求を行うこととする。
・国の政策動向についての情報収集

役員会

Ｂ

・「教員養成の抜本的改革に
向けた体系的・機動的教育シ
ステムの開発」に係る事業経
費を獲得した。

・「４プラスアルファ」研究体制
等検討チームの設置し，具体
的な実施計画を作成した。

・兵庫県内の大学等と「今後の
教員養成に関する意見交換
会」を設置し，２回開催した。

・「４プラスアルファ」研究体制
等検討チームが作成した実施
計画を推進する。

・国の政策動向に留意しなが
ら，兵庫県内の大学等と「今後
の教員養成に関する意見交換
会」を引き続き開催し，他大学
や教育委員会と今後の教員養
成について相互理解や連携を
図る。

（５）グローバリゼー
ションへの対応

・ダブルディグリーへの対応 国際交流委員会
（教務委員会）

Ｂ

・ダブルディグリーの実現に向
けて，韓国の２大学と実施準
備のための議定書の締結を
行った。

・平成24年度からのダブルディ
グリー実施（韓国・中国の大
学）に向けて，双方の課題の
洗い出しとその対処等につい
て協議を行い，その実施計画
を検討する。
　なお，当面は，企画運営会
議の下に検討ＷＧを設置し，
検討を進めることとする。

・学生の相互交流について，
文部科学省のプログラム等を
活用して，さらに推進する。
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重点事項 中期計画 H２２年度年度計画 検討課題 重点事項の推進方法 取組内容 原案作成組織
達成
度

22年度における
取組内容の総括

23年度取組方針

６．教職員の評価基準の多様化

原案作成

役員会での検討

企画運営会議での検討

人事・労務委員会での検討

教育研究評議会での検討

研究者総覧，業績評価，重点配分等における  提出資料の整
理

共通化できる資料の検討

・顕著な功績のあった教職員に対する顕彰の在り
方について

役員会

Ｂ
・教職員表彰規程の運用に関
する申し合わせを作成した。

・教職員表彰制度を円滑に実
施する。

７．事業・取組の整理統合と削減
57 教育研究組織及び管理組織の検証を行い，
改善する。（再掲）

61 企画運営会議において，監事及び監査室の
協力を得て，本学の教育研究組織及び管理組織
の在り方について自己点検を行う。（再掲）

・各センター・事務局の業務の整理・統合による
業務量の削減と効率化について

・事務局における業務の整理・統合による業務量
の削減と効率化については，昨年度に引き続き，
事務局長及び組織業務評価検討会で検討を行う
こととする。 組織業務評価検討会で検討

事務局長
組織業務評価検討会

Ｂ

・新たな業務の改善策を策定
した。

・事務局における業務の整理・
統合による業務量の削減と効
率化については，昨年度に引
き続き，事務局長及び組織業
務評価検討会で検討を行うこ
ととする。

各センター改革検討専門部会の設置

各センターの効率的な運営，各センター間の連携の可能性及
び整理統合について検討
（各センターの自己点検，副学長によるヒアリングの実施）

68 組織業務評価システムを検証し，業務の改善
を実施する。

72 組織業務評価システムが効果的に機能してい
るかを検証し，システム運用上の課題について調
査する。 組織業務評価検討会で検討

事務局長
組織業務評価検討会

Ｂ

・組織業務評価検討会で評価
システムの運用の課題を調
査・検討し，改善策を策定し
た。

・改善策に基づき，新たな評価
システムの運用を行う。

８．事務職員の育成

事務職員研修検討ＷＧの設置

職員に必要とされる事項の整理

65 大学運営に必要な専門的知識を取得させるた
め，事務職員の研修を充実する。

69 大学の運営に必要な知識を習得させるための
研修体系について検討する。 研修内容の整理

66 事務組織の活性化を図るため，事務職員の他
大学との人事交流を定期的に実施する。

70 組織の活性化及び人材育成の効果を高める
ため，必要に応じて計画的に人事交流を行う。

・必要に応じて計画的に人事交流を行う。

67 事務職員の職務能力の向上を目指し，事務職
員の業績評価の在り方を検証し，改善する。

71 事務職員の人事評価制度の運用上の課題に
ついて検証する。

・人事評価検討ＷＧで検討を行う。

９．附属学校の充実
51 実践的指導力を養うため，新教育課程に対応
した実地教育を充実させる。

55 学校教育研究センターと連携して，実地教育
科目の附属学校園での指導体制を充実させるた
めの方策を検討する。

・附属学校園間の連携強化による出口（中学校
卒業時）の保証について

52 大学との共同研究を充実させ，附属学校園の
教育研究活動を活性化させる。

56 大学と附属学校園間の連携交流の機会を拡
大する方策を検討し，大学教員と附属学校園教
員が共同して教材研究をはじめとする実践研究
に取り組む体制を構築する。

53 各附属学校園間の連携教育を推進し，カリ
キュラムの研究に取り組み，教育活動を充実させ
る。

57 研究テーマを設けて，効果的な指導方法や教
材開発のための研究会を定期的に開催する。

54　学校評価の結果に基づき，学校運営の改善
に取り組むとともに，地域に開かれたモデル校と
しての役割を果たす。

58 自己評価委員会及び学校関係者委員会にお
いて，学校評価を行う。

・附属学校園教員の人事交流の円滑化について
・附属学校園教員に対するインセンティブの実質
化について

役員会

Ｃ

・副学長と附属校園長等が，
附属学校教員における人事交
流の円滑化に向けて，教育委
員会等と精力的に協議を行っ
た。

・東播磨地域の市町との附属
学校教員の人事交流に関する
協議の機会を設けるなど円滑
化を進める。

10．食堂の改善

食堂改善検討WGの設置

中間報告

工事等

最終報告

・学生食堂の環境改善について 事務局長
（食堂等改善検討ＷＧ）

Ｂ

・食堂のメニューや設備につい
て一定の改善が図られた。

・ベーカリーカフェの設置など
アメニティの向上が図られた。

・大学会館等の充実を，引き
続き行い，生活環境の一層の
改善を図る。また，目的積立
金を活用し，総合的に学生生
活環境の改善を図ることを検
討する。

・作成されたスタッフ・デベロッ
プメントの研修計画を実施し，
その成果を検証する。

・役員会と附属学校園との定期的な懇談の機会
を設け，情報の共有化と課題の把握を行い，適
宜，企画運営会議において検討状況についての
進捗状況を確認する。
・昨今の教員養成の抜本的改革の検討状況を踏
まえて，附属学校の基本的なあり方を検討する。

役員会

Ｃ

・役員による附属学校教員へ
のヒアリングを３校園全体又は
教員のグループ毎に実施し，
意見聴取を行い課題を把握し
た。

・附属学校教員へのヒアリング
を，引き続き行うとともに抽出
された課題について，可能なも
のから解決を図る。

・各センターの機能の整理・統
合と連携の可能性について検
討した。

・大学運営の効率化や新しい
ニーズへの対応の観点から，
センターの新設も含め，各セン
ターの機能や統廃合につい
て，具体的に検討する。

64 スタッフディベロップメントの導入を推進する。 68 職能開発の在り方及びその方策について検
討する組織を設置し，検討を開始する。

・ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）による事務職
員のスキルアップについて
・事務職員の意欲向上のためのインセンティブの
付与について

・７月を目途にＳＤ推進ＷＧ（仮称）を立ち上げ，
事務職員の企画提案能力の育成等について検
討を開始することとする。

事務局長
（事務職員研修検討WG)

Ｂ

・教員が提出する各種資料の
一元化について検討した。

・監査室が実施した教員への
アンケート調査等を踏まえて，
教員が提出する各種資料を整
理し，業務の効率化を具体的
に進める。

60 各センター業務の自己点検を実施し，必要に
応じ改善する。

64 各センターの業務運営の実態について自己点
検を実施する。

・各センターにおける業務の整理・統合による業
務量の削減と効率化については，副学長を中心
に検討を行うこととする。

各センター改革検討専門部会

Ｃ

61 教育研究の質の向上を目指し，教員の業績評
価制度を検証し，改善する。

65 教員の業績評価制度の運用上の課題につい
て調査する。

・教員評価や教育研究基盤経費重点配分等にお
ける資料の整理・効率化について

・関係各課で検討を行うこととする。 役員会

Ｃ

・新たな事務職員研修として，
接遇研修と海外研修を実施し
た。

・スタッフ・デベロップメントの体
系的な実施計画を作成した。

59 教育研究の質の維持・向上を図るため，教員
採用の在り方を含めた新しい人事システムを検
討する。

63 新しい人事システムの導入に向け，他大学の
人事システムの実態調査を行う。

・学生指導や就職指導などの教員評価について ・総務課（人事・労務チーム）において新たな教員
評価の原案を作成することとする。

役員会

Ｂ

・新しい教員の昇任基準を創
設し実施した。

・新しい昇任基準に基づいた
昇任人事を，引き続き実施す
る。
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